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1,360,974人
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少子化の現状

我が国においては急速に少子化が進行。2004年の合計特殊出生率は、過去最低の水準を更新した2003年と同率の
1.29となっている。

（年）
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（資料出所）1995、2000年は総務省統計局「国勢調査」、2004年は総務省統計局「人口推計」、
　　　　　　2005年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（中位推計）」（2002年1月）
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　総人口は2004年の12,769万人から2010年には21万人減少、2015年には142万人減少、2020年には358万人減少、2025年に
は655万人減少、2030年には1,011万人減少となる見込み。

総人口の動向
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（資料出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（中位推計）」（2002年１月）
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　団塊の世代（1947年～1949年生まれ）は、2007年に60歳に、2012年に65歳に到達する見込みである。

団塊の世代の高齢化
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（2002年1月）
　　　　（注）１．年少・老年人口比率＝（年少人口（0～14歳）＋老年人口（65歳以上））／生産年齢人口（15～64歳）
　　　　　　　２．老年人口割合＝老年人口（65歳以上）／生産年齢人口（15～64歳）
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　年少・老年人口比率は2000年の46．9％から2030年には69．0％まで高まることが見込まれるが、このうち、65
歳以上の老年人口をみると、2000年の25．5％から2030年には50．0％まで高まることが見込まれる。



 

（資料出所）　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」
　　　（注）　シャドー部分は景気後退期
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（資料出所）総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
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　15～24歳層は有効求人倍率が1.25倍と高いものの、完全失業率は9.1％と年齢計に比べると高い水準となっている。中
高年齢者は有効求人倍率が低く、また、60～64歳層では完全失業率も高くなっている。



（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
　　　　 （注）パートタイムを含む常用 7
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（資料出所）総務省統計局「労働力調査」 8
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　いわゆる「フリーター」の数は、1992年の101万人から2003年には217万人と倍以上に増加している。

フリーターの増加

50

79

101

151

209
217

0

50

100

150

200

250

1982 87 92 97 2002 03 （年）

（万人）

（資料出所）総務庁統計局「就業構造基本調査」労働省政策調査部で特別集計（～1997年）
　　　　　　　  総務省統計局「労働力調査詳細集計」を厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計（2002～）
　　　　 （注）１．1982年、87年、92年、97年については、フリーターを、年齢は15～34歳と限定し、①現在就業している者については勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」
　　　　　　　　　である雇用者で、男性については継続就業年数が１～５年未満の者、女性については未婚で仕事を主にしている者とし、②現在無業の者については家事も通学もし
　　　　　　　　　ておらず「アルバイト・パート」の仕事希望する者と定義し、集計している。
　　　　　　　２．2002年、2003年については、フリーターを、年齢15～34歳層、卒業者に限定することで在学者を除く点を明確化し、女性については未婚の者とし、さらに、①現在就業
　　　　　　　　　している者については勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」である雇用者で、②現在無業の者については家事も通学もしておらず「アルバイト・パート」の仕
　　　　　　　　　事を希望する者と定義し、集計している。
　　　　　　　３．1982年から97年までの数値と2002年、2003年の数値とでは、フリーターの定義等が異なることから接続しない点に留意する必要がある。
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　15～34歳の非労働力人口のうち、通学も家事もしていない若年無業者は、1993年の40万人から2004年に
は64万人と24万人増加している。

ニート（若年無業者）の増加
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（資料出所）総務省統計局「労働力調査」



（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
　　　　（注）パートタイムを含む常用 11
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高齢者の有効求人倍率の推移

　高齢者の有効求人倍率をみると、年齢計の有効求人倍率より低い倍率で推移している。




